
住宅手当支給証明書 

 

下記の者の住宅手当支給状況を次のとおり証明する。 

 

１ 対象者（申請者記入欄） 

住 所  （新居の住所をご記入ください） 

氏 名 静岡 花子 ※婚姻後の氏名 

――――――――――――（以下、事業者記入欄）―――――――――――― 

２ 住宅手当支給状況（次の（１）又は（２）のいずれかに○印） 

 

（１）支給している。            （２）支給していない。 

 

        住宅手当 令和  ８年  ６月   10,000    円  

        住宅手当 令和  ８年  ７月   10,000    円 

住宅手当 令和  ８年  ８月   10,000    円 

        住宅手当 令和  ８年  ９月   10,000    円 

住宅手当 令和  ８年  10月   10,000    円 

        住宅手当 令和  ８年  11月   10,000    円 

 

 

※住宅手当とは、従業員の住宅に関して事業主が従業員に対し支給し、又は負担する全ての手当等の 

月額をいう。 

 

令和  ８年  12月  １日  

住  所   （事業者の住所）        

事業者名  （事業者名）          

給与等の支払者    役  職   代表取締役社長       

氏  名   清水 太郎        印 

電話番号  （事業者の電話番号）     

  

 

補助対象月（最大６か月分）について

証明を受けてください。 

補助対象月は、「婚姻日」「住所を定め

た日（夫）」「住所を定めた日（妻）」

の３つの日付のうち、最も遅い日付

の月が、１つ月目となります。 

※証明のない月の賃料は申請できま 

せん。 

事業者記入欄 

事業者記入欄について 

・勤務地が本社や本店ではなく支社・支店の場合、支社長や支店長の記載でも構いません。 

・印は事業者の印鑑をご捺印ください。 

 支給ありの場合 

 

申請する最後の補助対象月以降に発行された証明【例１】又は、 

補助金の申請手続きをする月に発行された証明【例２】のみ有効です。 

【例１】令和８年６月分～11 月分までの６か月分賃料を申請する場合 

→令和８年 11 月１日以降に証明を取得 

【例２】令和９年２月分賃料を令和９年２月末に支払い、同月中に申請する場合 

→令和９年２月末に証明を取得し、同月２６日までに申請。 

※令和９年３月１日以降は、原則申請できません。 



住宅手当支給証明書 

 

下記の者の住宅手当支給状況を次のとおり証明する。 

 

１ 対象者（申請者記入欄） 

住 所  （新居の住所をご記入ください） 

氏 名 静岡 花子 ※婚姻後の氏名 

――――――――――――（以下、事業者記入欄）―――――――――――― 

２ 住宅手当支給状況（次の（１）又は（２）のいずれかに○印） 

 

（１）支給している。            （２）支給していない。 

 

        住宅手当 令和   年   月          円 

        住宅手当 令和   年   月          円 

住宅手当 令和   年   月          円 

        住宅手当 令和   年   月          円 

住宅手当 令和   年   月          円 

        住宅手当 令和   年   月          円 

 

 

※住宅手当とは、従業員の住宅に関して事業主が従業員に対し支給し、又は負担する全ての手当等の 

月額をいう。 

 

令和  ８年  12月  １日  

住  所   （事業者の住所）        

事業者名  （事業者名）          

給与等の支払者    役  職   代表取締役社長       

氏  名   清水 太郎        印 

電話番号  （事業者の電話番号）     

 

事業者記入欄 

事業者記入欄について 

・勤務地が本社や本店ではなく支社・支店の場合、支社長や支店長の記載でも構いません。 

・印は事業者の印鑑をご捺印ください。 

 支給なしの場合 

 

申請する最後の補助対象月以降に発行された証明【例１】又は、 

補助金の申請手続きをする月に発行された証明【例２】のみ有効です。 

【例１】令和８年６月分～11 月分までの６か月分賃料を申請する場合 

→令和８年 11 月１日以降に証明を取得 

【例２】令和９年２月分賃料を令和９年２月末に支払い、同月中に申請する場合 

→令和９年２月末に証明を取得し、同月２６日までに申請。 

※令和９年３月１日以降は、原則申請できません。 


